
決算特別委員会
　
　当委員会に審査を付託された議案「平成30年度千代田
区各会計歳入歳出決算の認定について」は、第3回定例
会で「（仮称）四番町公共施設整備」に係る仮園舎用地や仮図
書館の交渉過程における意思決定等に係る文書の保存管理
の不十分さや政治活動における区長の公私混同等の不明確
な点が明らかになり、全会一致で継続審査することになりま
した。今定例会では、それら指摘した点を区が改めて調査し
た結果報告を受け、質疑が行われました。質疑を終了し、討
論を行い、採決の結果、賛成多数により可決すべきものと決
定しました。
〈討論〉
【反対の意見】
　第1の理由は、住民参加の保障が不十分であること。区民
の知的資源である公文書の作成、保存が適切でなかった。第
2の理由は、税金の使い方で、関係住民の合意を欠いたまま、

（仮称）四番町公共施設整備に約140億円が投入されようと
していること。第3の理由は、区内での大型開発計画で環境
やコミュニティの大きな変化とともに教育環境の悪化も引
き起こしつつあることから決算の認定に反対する。　(牛尾)
　審査の中で、（仮称）四番町公共施設整備において、仮住宅・
仮図書館の問題や四番町保育園仮園舎での日本テレビとの
土地貸借問題は全てが関連しており、疑義が晴れないままで
区民に説明することができない。早く保育園の園児や保護
者をはじめ、区民に安心して頂きたいが、このままでは後々
議会の責任が問われるようになるかもしれないことから、決
算の認定に反対する。　　　　　　　　　　　　　　(岩田）
【賛成の意見】
　平成30年度事業については、「保育士奨学金返済支援制度」

「子ども版共育ビジョン」「防災士資格取得費用助成制度」「コ
ミュニティタイムライン」等、また、決算審査の中で防災対
策における情報伝達や人材育成について前向きな答弁が
あったこと等が評価できる。なお、区長の公私混同に関する
事案は、議会からの指摘を真摯に受け止め、再発防止に向け
取り組むことを求め、決算の認定に賛成する。　　　　（米田）
　2018年度の大きな特徴として障害者施策の新たな展開が
あった。精神障害の分野で、精神障害者就労継続支援B型施
設と精神障害者グループホームの誘致、居場所の提供を兼ね
た相談事業の開始、知的障害者のグループホームを中心とし
た施設整備計画もスタートした。遅れていた精神障害者へ
の支援が前進したことを評価し、今後も安定した事業に向け、
尽力を注ぐことを求め、決算の認定に賛成する。　　 （岩佐）
　2018年度決算は、障害者福祉の観点から区内になかった
精神障害者施設として、就労継続支援B型施設とグループ
ホームの整備、相談機能と居場所を持つ「モフカ」ができた
ことにより障害者の生活訓練、就労支援が一歩前進し、当事
者にはとても心強い。区民にとって、障害の有無に関わらず、
みんなに優しい千代田区であるように引き続き努力するこ
とを求め、決算の認定に賛成する。　　　 　　　　（長谷川）
　平成30年度決算は、予算執行、財政の運営及び管理状況は
いずれも適正であり、財政力指数等も適正で財政上は健全で

あることは評価する。しかし、（仮称）四番町公共施設に係る
仮園舎等の交渉過程で記録が残されていない等の課題が明
らかになり、今後の公文書管理の検討を注視していく必要が
ある。また、区長の公私混同の件は、今後の対応を区長が責
任を持って果たすことを求め、決算の認定に賛成する。（内田）
　2018年度決算は、2020に向けた取り組みや共生社会の
促進等で成果を上げた。問題になった（仮称）四番町公共施
設整備については、今回、仮図書館の安全性や交渉過程の経
緯が共有され、議事録等でも住民説明やパブコメの実施も確
認した。これらを経て、決定したことを尊重する。区長の公
私混同の件では、区長自ら「襟を正し、再発防止に努める」と
の答弁もあり、決算の認定に賛成する。　　　　　　　（小野）

　今定例会では、次の７件の議案を採決するにあたり、討論が
ありました。その要旨をご紹介します。
1.議案第58号　職員の給与に関する条例の一部を改
正する条例　
2.議案第59号　職員の退職手当に関する条例の一部
を改正する条例　

（議案第58号と議案第59号の２議案は関連するため一括して審
査しました。）
【議案第58号、59号　賛成の意見】
　月例給の引き下げは職員の暮らしと地域経済の再生という側
面から納得できるものではない。しかし、今年度末の定年等退
職者の退職手当削減を阻止したこと、また、所要の調整をやめ
たことにより平均年間給与が51,000円増額となったことは評価
できる。そもそも現行の民間給与実態調査は企業、事業所規
模50人以上が調査対象であり各区1,000人以上の職員を持つ
特別区と比較すること自身、無理がある。公民比較方法の見直
しを求め賛成する。　　　　　　　　　　　　　　　（木村）
3.議案第54号　千代田区議会議員の議員報酬、費用
弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する
条例　
4.議案第55号　千代田区長及び副区長の給与及び
旅費条例の一部を改正する条例　
5.議案第56号　千代田区教育委員会教育長の給与
及び旅費並びに勤務に関する条例の一部を改正す
る条例　
6.議案第57号　千代田区長等の給与の特例に関する
条例を廃止する条例　

（議案第54号から議案第57号の４議案は関連するため一括して
審査しました。）

【議案第54号から57号　反対の意見】
　第一に10月から消費税が10％に増税され、その影響は区内
の中小事業者に甚大である。生活保護利用者には10月から3
度目の生活扶助費削減が強行された。区長等の給与等の引き
上げが区民に受け入れられるとは思わない。第二に一般職の職
員は一時金が引き上げられ年間平均で51,000円増額するもの
の月例給が引き下げられ退職金に影響する。しかし区長は年収
170万円の増額と余りにもバランスに欠けていると指摘せざる
を得ない。以上のことから本議案に反対する。　　　　（木村）
　平均年収が500万円未満と言われ、子育て世代も高齢者も多
くが困窮状態であるにも関わらず物価は上昇、年金は減額、消
費税が10％に引き上げられ、区民はじめ国民全体が苦しんでい
るこの時期に、我々議員が報酬を上げることになれば、たとえ
少額でもお手盛り感は否めない。また、区長に至っては年収
170万円の大幅な引き上げになり、区民の理解は得られない。
よって本議案に反対する。　　　　　　　　　　　　　（岩田）
【議案第54号　賛成の意見】
　特別職報酬等審議会は各専門家、区民、労働者の代表から
構成されており、今回の答申のため審議を重ねられている。従っ
て、審議会の構成や運営が客観性や専門性を著しく欠いたと認
められる場合や、答申内容が明らかに議会の権能を損なうよう
な場合でなければ条例に基づいて答申を尊重することが条例制
定権を有する議会の一員として求められている。本議案はその
ような事実は認められないため賛成する。　　　　　　（岩佐）
　昨年の特別職報酬等審議会の答申では平成25年から29年
までの人事委員会勧告を含めた社会経済状況を勘案して報酬
等の額を定めたが、区長会が一般職職員の給与改定の実施を
見送ったことから議員報酬等の条例改正も見送った経緯があ
る。今年は、昨年の審議会答申を踏まえた改正を速やかに行
うべきであると判断し、本議案に賛成する。　　　　　（秋谷）
【議案第55号　賛成の意見】
　昨年の特別職報酬等審議会の答申は平成25年から29年ま
での人事委員会勧告を含めた社会経済状況を勘案し給与等の
額を定めたもの。しかし一般職職員の給与等に関する人事委員
会勧告が減額であり、実施が見送られ、区長等の給与等の条
例改正も見送った経緯がある。今年は、昨年の審議会答申を
踏まえた改正を速やかに行うべきと判断し賛成する。  （内田）
【議案第57号　賛成の意見】
　昨年の特別職報酬等審議会の答申は一般職職員の給与等に
関する人事委員会勧告が異例の減額であったことから実施を見
送り、特別職の給与等の条例改正も見送った経緯がある。今
年は、審議会答申の趣旨を尊重するのであれば条例に定めた額
を適用すべきであると判断し、本議案に賛成する。　　  （山田）
7.公立・公的病院の「再検証」要請に対する意見書　
【反対の意見】
　国が全国424病院を公表したことは、病院が担う役割や病床
削減等の方向性を機械的に決めるものではなく、2025年のあ
るべき姿に向けて必要な医療機能の見直しを求めたもので、医
療需要と病床の必要量を推計し、それぞれの医療機関が役割
分担を担い、真に必要な医療を的確に提供するための政策であ
る。従って、国の公表したリスト及び「再検証」要請について白
紙撤回する必要はないと考え、本議案に反対する。　（うがい）

【賛成の意見】
　国が全国424の公立・公的病院の名前を挙げ、「再編統合に
向けた議論が必要」としていることは、個々の医療機関の実情
を踏まえず、実態とかけ離れたものと言わざるを得ない。名前
が挙げられている公的病院はその地域でかけがえのない役割
を果たしており、それを名指しして「再編統合の議論の対象」と
することなど許されるものではない。一方的に病床削減計画あ
りきの姿勢は、住民の命を守る国の責任を放棄するものである。
よって、本議案に賛成する。　　　　　　　　　　　　（牛尾）

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求め
る意見書
　我が国の景気は堅調で企業収益は史上最高に迫り、消費税
増税の影響も反動減対策の軽減税率の効果によって個人消費
への影響は限定的です。しかし、地域経済の担い手である区
内の中小企業や小規模事業者の業況は、雇用不安、金融事情、
後継者不足等により継続的な事業の展開が不透明であるなど、
依然として厳しい状況にあります。
　また、都心部ではマンション・オフィス需要が引き続き高く、
建設用地を確保するための開発が活発になっています。
　このような背景から、千代田区における固定資産の評価額は
非常に高い水準が続き、固定資産税の負担が、区民の事業継
続の大きな障害になっています。
　他地域に比べて重い税負担が続く中でも安心して生活し、働
き、次代に未来を託し、住み続けたいと願う区民の負担軽減を
求める声には切実なものがあり、固定資産税等の大幅減税が
求められています。
　東京都では、昭和63年度以降、独自に小規模住宅用地に係
る都市計画税の2分の1軽減措置を、平成14年度からは小規模
非住宅用地に係る固定資産税・都市計画税の2割減免措置を、
また平成17年度より負担水準の上限が65％を超える商業地等
については固定資産税・都市計画税の軽減措置など、地方税
法において一定の範囲で地方自治体に認められる裁量を最大
限活用するなど、独自の様々な特例措置を講じられてきたとこ
ろです。
　千代田区では、長年にわたり、区民、町会、区内事業者の皆
さんと一体となって、固定資産税の大幅減税を要望してまいり
ました。しかしながら、依然として大都市圏である特別区は地
価水準が高いので、住宅コストだけではなく、税負担も大きく
なっています。こうしたことから、住宅用地の特例率の縮小及
び商業地等の据え置きゾーン下限の引き上げや特例廃止が行わ
れた場合、区民及び中小企業・小規模事業者に与える経済的、
心理的影響は計り知れないものがあります。
　よって、千代田区議会は東京都に対し納税者が納得できる税
額となるよう、国に対して固定資産税の大幅減税措置を働きか
けるとともに、下記の事項について強く求めるものです。
１　小規模住宅用地に対する都市計画税を2分の1とする軽減

措置を、令和２年度以後も継続すること
２　小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を2

割減額する減免措置を、令和2年度以後も継続すること

３　商業地等における固定資産税及び都市計画税について負
担水準の上限を65％に引き下げる減額措置を、令和2年度以
後も継続すること

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。
（提出先）東京都知事

首都高速都心環状線地下化工事に際して常盤橋の保
存等を求める意見書
　先般、首都高速都心環状線の神田橋ジャンクションから江戸
橋ジャンクションまでの区間を地下化する都市計画が決定され
ました。この計画が実現すると、日本橋川とそこに架かる日本
橋などの橋の上空を覆っている首都高速道路が撤去されること
になります。
　計画区間以外の在り方(地下化を含め)の議論が深まっていかな
いことは、都市景観の観点から残念ですが、平成27年に「水辺を
魅力ある都市空間に再生する条例」を制定した千代田区議会で
は、川や水辺を多様な視点から見つめなおしているところであり、
今回の計画もこの流れを加速するものであるととらえています。
　一方で、首都高速都心環状線地下化工事の施工方法によって
は、歴史的遺産の一つである震災復興橋梁「常盤橋」の撤去が
危惧されています。
　旧江戸城外堀（現日本橋川）の常盤橋周辺には、文明開化期

（明治10年）架設で石積みの「常磐橋」（国指定史跡常盤橋門跡
の一部）、明治44年築造の「日本橋」（重要文化財）、昭和元年
築造の震災復興橋梁の「常盤橋」（千代田区景観まちづくり重
要物件）など、二連アーチ形式の橋梁が現存しており、江戸か
ら明治、大正、昭和、平成、そして令和へと受け継がれている
歴史と伝統を感じることができる貴重な空間となっています。
　よって、首都高速都心環状線地下化工事の実施に際して、下
記事項への対応を強く求めます。
１　震災復興橋梁「常盤橋」を保存することができる施工方法

を採用すること。
２　長い年月と多額の費用を掛けて修復を行っている国指定

史跡常盤橋門跡に影響が出ないように施工すること。
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以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。
（提出先）国土交通大臣、東京都知事

国家公務員共済組合連合会九段坂病院の病床を適切
に確保することを求める意見書
　九段坂病院は、本区において、近隣病院と連携し、地域包括
ケアシステムを担っていることや本区の高齢者総合サポートセン
ターとの合築による在宅療養拠点病院としての在宅医療の支援
および区民の緊急入院受け入れ態勢確保、災害発生時の医療
対応など地域医療の中で非常に重要な役割を担っています。
　国は、地域医療構想を踏まえた「公的医療機関等2025プラン」
について、急性期医療に関するデータを基に、「診療実績が特に
少ない」あるいは「近くに類似の実績がある」医療機関として、九
段坂病院を含む全国424病院について、「病院の役割の再検証を
要請する」として９月に公表しました。これは、病院が担う役割や
病床削減などの方向性を機械的に決めるものではなく、地域医
療構想調整会議の議論を活性化させ、2025年のあるべき姿に向
けて必要な医療機能の見直しを求めるために公表したものです。
　こうした、十分に議論をしてもらいたいという国の意向を踏
まえて、１１月に開催された東京都地域医療構想調整会議の中
で、九段坂病院については、これからの病院の在り方について
変更を必要としないことが承認されました。将来に向けて、医
療と介護の提供体制を整えるためにも地域包括ケアシステムの
充実は必要であり、その体制を整備する上で、九段坂病院は不
可欠であります。
　よって、千代田区議会は政府および都知事に対し、地域の実
情を十分に考慮し、地域医療のあり方も含め、総合的に判断し
ていただくとともに九段坂病院の病床を適切に確保することを
強く要請します。
　以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出し
ます。

（提出先）内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、厚生労働大臣、
東京都知事
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委員会で取り扱った請願・陳情（令和元年11月19日～令和元年12月25日）※詳細は、区議会ホームページでご覧になれます。

請　願　・　陳　情　名（受付順に掲載） 送付委員会 審査状況
（令和元年12月25日現在）

辺野古新基地工事の即時中止と「日米地位協定」見直しを求める請願書 企画総務委員会 継続審査

固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続について意見書の提出に関する陳情（２件） 地域文教委員会 審査終了

（仮称）四番町公共施設整備に関する陳情 企画総務委員会 継続審査

（仮称）四番町公共施設整備を慎重に進めることを求める陳情 地域文教委員会 審査終了

10月～11月の主な活動
月／日 日　程

10/31 政務活動費交付額等審査会

11/ 5

災害時要配慮者等対策特別委員会・国内行政調査

【障害者・高齢者施設の備蓄物資、停電対応その他福祉避難所

機能の現地調査について】

7 文化財保存・活用特別委員会

11 企画総務委員会

月／日 日　程

11/13 地域文教委員会

14
〈令和元年第4回千代田区議会定例会告示日〉

議会運営委員会

20 議会運営委員会

22
政務活動費交付額等審査会

区民集会運営協議会


